第１９章　教育
学校の概況
　大阪府における昭和49年５月１日現在の国・公立学校の状況を学校基本調査でみると、学校（本校）総数は2,669校と前年度より87校増えている。この増加数を学校種別にみると、幼稚園34園、小学校29校、中学校12校、高等学校13校、短期大学１校、養護学校で１校増えているが、各種学校は３校減少した。なお大学、高等専門学校は前年と同数である。
幼稚園
　幼稚園数（本園）は前年に比べ公立で28園、私立で６園増え、総数799園となった。昨年飛躍的な増加率（14.3パーセント）を示した幼稚園児数は、本年は昨年の伸びには及ばなかったものの、総数20万2,001人と前年より8,709人（対前年比4.5パーセント）増え、初めて20万人台を突破した。就園率（小学校１年生のうち幼稚園修了者の占める割合）は前年を0.1ポイント下回り80.4パーセントとなった。また、教員数（本務者）は391人（対前年比6.0パーセント）増加し6,942人となり、本務教員一人当たりの幼児数は29.1人（前年に比べ0.4人減）となった。学級数については、235学級（対前比4.7パーセント）増加して、5,285学級となりこの結果一学級当たりの幼児数は昨年の38.3人から38.2人とわずかではあるが減少した。
小学校
　学校数（本校）は、公立で29校増え、総数844校となった。昨年入学者数が激減し総数において1万6,113人、（対前年比2.2パーセント増）となっていた児童数は、本年、入学者数が大幅に増えたため、増加数３万4,085人、対前年比4.7パーセント増と一昨年までの伸びに近づき、総数76万6,769人となった。また、学級数は２万819学級（前年に比べ1,054学級増）で、本務教員数は、本年は前年に比べ6.1パーセント増の２万7,192人となり、そのうち女子教員の占める割合は、65.7パーセントと昨年より1.1ポイント増加し、ますます男子教員との差を広げている。一学級当たりの児童数は36.8人（前年に比べ0.3人減）、本務教員一人当たりの児童数は28.2人（前年に比べ0.4人減）となった。
中学校
学校数（本校）は前年に比べ公立の12校の増加で379校となった。また、昨年まで３年間4パーセント台の対前年増加率を続けていた生徒数は、本年2.9パーセントにとどまり、増加数も8,733人増（昨年1万3,347人増）であったが、総数において30万6,293人となり、昭和40年以来９年ぶりに30万人を越えた。学級数は300学級（対前年比3.9パーセント）増え7,919学級になった。これにより一学級当たりの生徒数は38.7人（前年に比べ0.4人減）となった。また教員数（本務者）は672人（対前年比4.9パーセント）増えて、1万4,406人となりこの結果、本務教員一人当たりの生徒数は21.3人（前年に比べ0.4人減）となった。
高等学校
　学校数（本校）は前年に比べ13校増え、総数217校となった。この13校はすべて公立（府立）高校で対前年増加数そのものでは、昭和38年の14校に次ぐものであるが、公立13校の増加は初めてである。本校総数217校のうち全日制の学校は158校、定時制16校、全日制定時制併置は43校である。また、生徒数は41年より減少を続けているが、一昨年から増加に入り、49年は8,967人（対前年比3.5パーセント）増え、26万1,762人となり、教員数（本務者）は518人（対前年比4.1パーセント）増加し、1万3,067人となった。これにより本務教員一人当たりの生徒数は、20.0人と前年度より0.1人減少した。本科学科別生徒数（公私立）の内訳は、普通科18万4,235人（71.0パーセント）､工業科３万5,425人（13.7パーセント）､商業科３万2,132人（12.4パーセント）､家庭科4,063人（1.6パーセント）､農業科1,709人（0.7パーセント）､厚生科353人（0.1パーセント）､その他1,250人（0.5パーセント）､となっている。
その他の学校
　養護教育諸学校の学校数（本校）は前年より、１校増えて、22校となった。教員数（本務者）は、1,420人で幼稚部から高等部までの在学者数は5,023人でその学級数は、746学級となっている。
　各種学校数は、公立で１校減、私立で２校減ったので総数332校となった。また在学者数は前年より171人減り、９万3,270人となり教員数も87人減の2,723人となっている。
卒業者の進路状況（国立は除いている。）
　中学校卒業者数は9,410人（対前年比10.8パーセント）増加して、９万6,697人になった。進路別にみると、進学者８万8,444人（構成比91.6パーセント）､就職者3,692人（同3.8パーセント）、就職進学者1,883人（同1.9パーセント）無業者2,534人（同2.6パーセント）､その他144人（同0.1パーセント）､となっている。進学状況についてみると、就職進学者を含む進学者数は、９万327人で前年度に比べ、8,970人増加して進学率は、93.4パーセントとなっている。また、就職状況では就職進学者を含む就職者数は、年々減少の一途をたどり、49年は5,575人で就職率は5.8パーセントに低下した。これを産業別にみると、第二次産業の製造業に就職した者が3.831人で全体の68.7パーセントを占め、職業別では技能工・生産工程作業者として就職したものが、4,173人で全体の74.9パーセントを占めている。
　高等学校卒業者数は、815人（対前年比1.1パーセント増え）昨年と同様わずかではあるが上昇を示し、総数７万7,815人となった。進路別にみると、進学者３万986人（構成比39.8 パーセント）就職者２万9,129人（同37.4パーセント）､就職進学者813人（同1.0パーセント）､無業者１万536人（同21.3パーセント）､その他351人（同0.5パーセント）、となっており、年々の進学者数の上昇、就職者数の低下により、本年は初めて進学者数が就職者数を上回った。進路状況についてみると、就職進学者を含む大学、短期大学進学者数は1,703人増加し３万1,799人となり、進学率40.9パーセントと初めて40パーセント台を越えた。就職状況では、就職進学者を含む就職者数は前年より、2,465人減少して２万9,942人となり就職率は、進学率とは逆に40パーセントを割り、38.5パーセントと下がった。就職者を産業別にみると、最も多いのが製造業の9,872人で全体の33.0パーセントを占め、次いで卸売業・小売業の6,620人（構成比22.1パーセント）となっている。また、職業別では事務従事者が１万5,451人で全体の51.6パーセントと半数以上を占め、次いで技能工・生産工程作業者の7,459人（構成比24.9パーセント）となっている。
